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年齢階層別失業率変動の国際比較

川口大司・村尾徹士

　景気循環の局面において，失業率の上下動がどの年齢層に集中・分散するかは国によって大きく異

なる．この論文では景気循環局面における若年失業率の変化率と壮年失業率の変化率の差がさまざま

な労働市場の制度によってどの程度説明できるかを，先進18力国の1971年から2000年までのクロ
スカントリーのパネルデータを用いて分析する．推定の結果，解雇規制が強い経済においては中高年
失業率の変動は景気変動に対して非感応的であるが，若年の失業率変動を和らげる効果はほとんど持

たないことが明らかになった．これは中高年労働者について労働保蔵のインセンティブが弱いため解
雇費用の役割が相対的に大きくなるという理論的な予測と整合的である．また，労働組合の組織率が

高い経済においても，経済へのショックは若年層の失業率によって吸収される傾向が強いことも示さ
れた．

JEL　Classification　Code：E24　J80

1．はじめに

　：景気循環の局面で失業率は上下動するが，そ

の上下動がどの年齢層に集中するかあるいは分

散するかは国によって大きく異なる．図1はそ

れぞれ米国，フランス，および日本の男性年齢

階層別失業率の推移を，1960年から2008年の

期間についてプロットしたものである．これら

のグラフを見ると年齢階層別失業率の動きは，

国によって相当異なった動き方をしていること

が明らかになる．

　まず米国では若年（15－24歳）および壮年

（45－54歳）の失業率は平行に推移している．若

年の失業率が壮年の失業率よりも高いことは確

かであるが，労働市場への負のショックは各年

齢層の等しい失業率の上昇となって表れている．

また景気回復の局面で失業率が下がっていく時

の下がり方は各年齢層で同じである．すなわち

労働市場へのショックは，正のものであれ負の

ものであれ，各年齢層の労働者に同じように吸

収されていることが確認できる．

　その一方で，フランスにおいては，失業率の

上昇期には若年失業率の上昇幅が壮年失業率の

上昇幅よりも大きい．また失業率の下降期には

若年失業率の下降幅が壮年失業率の下降幅より

も大きいことが明らかになっている。すなわち

壮年の失業率は安定的に推移している一方で，

若年の失業率は大幅な変動をしており，雇用の

調整が若年層を中心に起こっていることがわか

る。

　日本における失業率はどの年齢層の失業率も

比較的低水準で推移してきたため確定的なこと

は言えないが，最近の景気循環の側面に着目す

ると，米国のものとフランスのものの中間に位

置しているといえそうである．

　若年の雇用率や失業率が壮年の雇用率や失業

率よりも景気感応的であることは，これまでの

研究でも指摘されており，たとえば，Clark

and　Summers（1981）やAlba－Ramirez（1995）は

若年の雇用変動が壮年のものよりも大きいこと

を発見している．また，Bertola，　Blau　and

Kahn（2007）は年齢階層別失業率を被説明変数

とするクロスカントリーのパネル回帰において，

壮年よりも若年の失業率が全体の失業率により

感応的であることを見出している．しかしなが

ら，これらの研究は年齢別失業率の景気感応度

が国ごとに違うことやその理由についての考察

をしていない．
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図1．年齢階層別失業率　（米国，フランス，日本）
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　また，若年失業率と壮年失業率の水準が国ご

とになぜ違うのかについては理論研究，実証研

究双方ともに盛んにおこなわれてきた．Can－

ziani　and　Petrongolo（2001）は世代重複モデルを

用いて，解雇費用は若年失業率を上昇させるこ

とを示し，クロスカントリーパネルデータを用

いた実証研究で理論が支持されることを発見し

ている。Modesto（2008）も解雇費用が高いほど

若年失業率の壮年失業率に対する比率も高くな

ることを世代重複モデルの分析から理論的に示

している．Bertola，　Blau　and　Kahn（2007）は労

働組合の組織率の違いが重要であり労働組合の

組織率が高い国においては賃金水準が高めに設

定され，労働供給の弾力性が大きいグループ，

すなわち若年労働者，女性労働者，高年齢労働

者の失業率が高くなることを指摘している．

Kahn（2007）はOECDに加盟している7力国に

ついて，International　Adult　Literacy　Survey

のマイクロデータ（期間は1994－1998年）を用い

て，より強い解雇規制のもとでは，壮年世代に

対する若年世代の相対失業率がより高くなるこ

とを見出している．またJimeno　and　Rodri－

guez－Palenzuela（2002）は解雇規制の強さを表

す指標（EPL；雇用保護法制指標）や国レベルで

の賃金決定の制度を示す指標をはじめとする

数々の労働市場制度が年齢別失業率の水準の違

いにどのような影響を与えているかを先進諸国

のクロスカントリーのパネルデータを用いて検

証している．この中では雇用保護法制指標は年

齢間失業率の水準の違いには影響を与えていな

いことが明らかになっている．以上の研究はい

ずれも，若年失業率と壮年失業率の平均的な水

準の違いを解雇規制・解雇費用・賃金決定制度

によって説明することを試みており，分析の焦

点は，解雇規制や賃金決定制度が相対若年失業

率に与える長期的な影響にある．

　これらの分析に加えて，労働市場への短期的

なショックをどの年齢階層の労働者が吸収する

かという問題も年齢階層間のリスク分担という

観点からはきわめて重要である．仮に若年と壮

年の失業率の長期的な差が同じだとしても，短

期的なショックを若年者がより大きく負担する

経済とすべての年齢階層が同じように負担する

経済では，生まれ年の階層ごとの経済厚生が異

なり，いわゆるロストジェネレーションと呼ば

れるような世代が作られる可能性が高い．また

Neumark（2002）やGenda，　Kondo　and　Ohta

（2010）は同じ個人を追跡した場合，若年時の就

業状態が壮年時の就業状態に無視できない影響

を与えることを報告しており，若年時の短期シ

ョックの影響が長期的な影響を与えうることを
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明らかにしており，生まれ年で定義される世代

階層ごとの経済厚生の違いが長期的にも無視し

得ない大きさとなる可能性も示唆される．

　この論文では景気循環局面における若年失業

率の変化率と壮年失業率の変化率の差が解雇規

制に代表されるさまざまな労働市場の制度によ

ってどの程度説明できるかを検証する．より具

体的には男性労働者にサンプルを限定し，年齢

階層別の失業率を経済全体の労働生産性に回帰

することで年齢別失業率の景気循環への感応度

を調べ，その感応度がBlanchard　and　Wolfers

（2000）などの既存の研究によって提供されてい

る雇用保護法制指標をはじめとした労働制度を

示す指標によってどのよ．うな影響を受けている

かを先進18力国の1971年から2000年までの

クロスカントリーのパネルデータを用いて実証

研究する．

　マクロショックを前期の労働生産性成長率で

とらえ，その年齢別失業率の変動率への影響を

推定した結果によれば，解雇規制が強い経済に

おいては，中高年失業率の変動は景気変動に対

して非感応的であるが，若年の失業率変動を和

らげる効果はほとんど持たないことが明らかに

なった．この結果は解雇規制が仮に年齢にかか

わらず適用されるとしても，主として中高年労

働者の雇用変動を緩和する傾向があることを示

唆している．これは若年層については企業は労

働保蔵のインセンティブを強く持つため，解雇

規制の影響を強く受けないが，高齢層について

は労働保蔵のインセンティブが弱いため，解雇

規制の影響を強く受けるというCheron，
Hairault　and　Langot（2008）の得ている理論的な

結果と整合的な実証結果である．

　また，高い組合組織率は若年層の失業率を大

きく変動させる効果を持つ一方で，高い労働協

約適用比率は若年層の失業率変動を低減させる

効果を持つことが明らかになった．これは労働

組合の組織率が高い一方で労働協約の組合員以

外への適用が広がらない経済においては，経済

へのショッ’Nが主に若年層の失業率変動によっ

て吸収される傾向があることを示唆している．

　その他，失業保険制度や賃金決定制度が年齢

研　　究

別失業率変動に与える影響も分析したが，これ

らの制度が年齢別失業率変動にシステマティッ

クな影響を与えているという証拠は得られなか

った．

　本稿の構成は以下のとおりである．2節では

本稿の実証分析の背景となる理論モデルを紹介

し，解雇規制は生産性ショックより発生する解

雇を抑制する効果を持つものの，その効果が中

高年層に集中するメカニズムを直感的に説明す

る．3節では実証戦略を議論する．4節ではデ

ータについて議論し，5節で実証結果を報告す

る．6節で論文を総括する．

2．理論的背景

　本稿の関心は国ごとの年齢階層別の失業率変

動パターンの違いを労働市場の制度の違いによ

って説明することにある．一般的に失業を一般

均衡の枠組みの中で説明するためには雇用創

出・崩壊を内生化したMortensen　and　Pissar－

ides（1994）のマッチングモデルが用いられるが，

このモデルは労働者の同質性を仮定したもので

あるため，有限期間労働者が生きることを仮定

したうえで年齢別失業率の動きを説明すること

はできなかった．この問題を解決して，年齢別

の失業率を説明可能にするためのモデルが

Cheron，　Hairault　and　Langot（2008）によって開

発されている．彼らの分析は主に理論分析にと

どまっているが，この論文では彼らの理論分析

から得られる予測を初めて実証分析する。

　Cheron，　Hairault　and　Langot（2008）の理論モ

デルは通常のMortensen　and　Pissarides（1994）

を拡張したもので丁期間就業したのちに引退

する労働者を仮定して分析を行っている．この

経済においては3削動市場に摩擦があり，求人す

る企業と求職する労働者は確率的にしか出会わ

ない．モデルにおいて年齢の異なる労働者は，

引退までの期間を除いては同質であることが仮

定されており，労働者の生産性は各期ごとに確

率的に決定されるようになっている．ここで企

業は特定の年齢の労働者を目指して求人活動を

行うことはできないという非方向付けサーチ

（non－directed　search）を仮定する．各企業が最
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大で一人の労働者を雇える状況を想定し，未充

足求人を持つことの価値関数と仕事が埋まって

いることの価値関数を労働者の年齢ごとに計算

し，企業の自由参入を仮定し未充足求人を持つ

ことの価値がゼロであることを用いると，その

期の生産性の実現値がその値以下であれば，唱

いる労働者を解雇する生産性の閾値が計算でき

る．彼らのモデルは賃金がナッシュ交渉によっ

て内生的に決定されることを仮定しているが，

企業の側にある程度の交渉力があれば，以下で

展開する直感は成立する．このアプローチは労

働者が無限期間にわたり働くと仮定する通常の

Mortensen　and　Pissarides（1994）の構造と基本

的に同じであるが，有限期間後の退職を仮定し

ているため，現在の労働者を保持する価値，す

なわち労働保蔵の価値が労働者の年齢によって

変わってくるところがMortensen　and　Pissar－

ides（1994）とは異なっている．

　ある企業が負の生産性ショックを経験した時

に，現在雇っている労働者を雇い続けるか解雇

するかは，その労働者を抱え続けることの便益

と費用に依存する．労働者を抱え続けることの

便益は生産性が回復した際に，労働・者を探すこ

となくすぐに生産ができることであり，これは

労働保蔵を行うことによる便益であると考えら

れる．その一方で費用は生産性が低いにも関わ

らず賃金を支払わなけれ，ばいけないことより発

生する．来期に確実に退職する労働者に関して

は労働保蔵を行う便益が全くないことより明ら

かであるが，労働保蔵を行うことの便益は，引

退までの期間が長い若い労働者のほうが大きく

なる．よって，解雇は年長の労働者に関してよ

り起こりやすくなる．

　この状況で法的な規制などにより年齢に無関

係に単一の解雇費用が課された時に何が起こり

うるかを検討してみよう．仮に負の生産性ショ

ックを経験したとしても，企業は若年労働者に

ついては労働保蔵を行うインセンティブを強く

持つため，解雇費用がかかることが企業の意思

決定に与える影響は比較的小さい．その一方で，

高齢労働者については，そもそも労働保蔵のイ

ンセンティブは弱かったのだが，解雇費用がか
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かるようになると解雇を先延ばしにするインセ

ンティブが発生するようになる．このため，年

齢にかかわりなく等しくかかる解雇費用である

としても，高年齢労働者の雇用を保護する性格

をより強く持つことになる．以上がCheron，

Hairault　and　Langot（2008）が得た結論の一部に

関する直観的な説明である．

3．実証戦略

　以上の議論においては解雇規制の影響を主眼

に置いたが，失業保険，労働組合，賃金決定の

諸制度も国ごとに大きく異なっており，これら

の制度は失業率に影響を与えると同時に解雇規

制の在り方と相関している可能性も高い．よっ

て，これらの影響も同時に制御した推定を行う．

　より具体的には各年齢別の失業率の変動がマ

クロショックの代理指標である労働生産性に対

してどのように反応するか，そしてその反応が

様々な労働市場制度の指標にどのように依存す

るかを分析する．マクロショックは通常，ラグ

を伴って失業率に影響することが指摘されてい

る．そこで労働市場に波及したマクロショック

の影響をできるだけ正確に捉えるために，労働

生産性成長率の1期ラグを労働市場におけるマ

クロショックの指標として用いる1）．推定式は

以下の通りである．

△ln（σE39つ

　＝βo→一△ln（五、P，，1）β1＋［△1n（」L・P‘卜1）

　　一△ln（五∫））1＊刀▽＆，＿1β2＋刀▽5，＿1β3

　　＋・㎞幡）＆＋・㎞賑）＆

　　＋c野98＋6謬σθ　　　　　　　（1）

　式中の各インデックスは，αgθが15－24歳・

25－34歳・45－54歳の各年齢階層を，ゴが国を，

’が年をそれぞれ表す．また五Pは労働生産性，

㎜は7つの労働市場制度の指標変数の平均

値からのかい離を標準偏差で除した後のベクト

ル，yγPoゆは15－54歳人口に対する15－24歳

人口比率，K4／Poφは15－54歳人口に対する

25－34歳人口比率を表す変数である．

　この式における労働生産性への係数は各年齢
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層の失業率成長率が労働生産性の変動と同時に

どのように変動するかを示すものである．また，

各制度変数への係数は解雇規制などの労働市場

における制度がそれぞれの年齢層の失業率成長

率に長期的にどのような影響を与えているかを

示すものとなる．労働生産性成長率と制度変数

の交差項に対する係数は，労働生産性と各年齢

層の失業率成長率の共変動の度合いが解雇規制

や失業保険・労働組合や賃金決定の各制度に依

存してどのように変化するかをとらえようとす

るものである．

　上記式の推定手法であるが，階差モデルであ

るため，各国の観察不能な異質性6解は各説明

変数とは相関をもたないとの仮定の下で変量効

果モデルを推定する．ただし失業率の変化率に

ついては系列相関が存在することが予想される

ため，イディオシンクラティックな誤差項であ

る8卿に関しては1階の自己相関を仮定した推

定を行う．すなわち上記の推定式を変量効果1

階自己相関モデルによって推定する．

　次に，年代別失業率成長率の差を被説明変数

とする推定を行う．推定式は以下の通りである．

△ln（σ研0脚）一△ln（びE㌍）

　ニβ0＋△ln（乙Pf，＿1）β1＋［△ln（L、Pゴ，＿1）

　　一△ln（∠，P）］＊刀＞Sゴ，＿、β2＋1八πS，＿1β3

＋・㎞ E）＆＋・h協）＆

　　十〇野9θ十6雍9θ　　　　　　　　　　（2）

　この推定式に関しても（1）式と同様に変量効

果1階自己相関を想定した推定を行う．

4．データ

　本稿で用いるデータは二つのソースから得た．

まず，各年齢階層別の失業率，労働生産性，お

よび人口は，OECD統計局が公開している値

を用いた．年齢階層区分は，15－24歳，25－34

歳，および45－54歳の3区分を用いることにす

る．

　また，各国の労働市場制度に関するデータは，

Center　for　Economic　Performance（London

研　　究

School　of　Economics）の提供する「CEP－OECD

Institution　Dataset」を用いた2）．「CEP－OECD

Institution　Dataset」は，　OECD（1994）が作成

したデータを中心に構築されたNickell　and

Nunziata（2001）によるデータセットを，　Visser

（2006）など他のソースの情報を使って拡充・延

長したものである．このデータセットに含まれ

る指標は，最長で1960年から2004年まで存在

するが，ほとんどの制度指標はその一部の期間

に限って値が存在し，また国によってデータの

存在する期間は異なる．本稿では全ての国につ

いて2000年までのデータを使用する．これは

労働協約適用比率，団体交渉集権指数，団体交

渉協調指数の各指標の直近の値が2000年中あ

るためである．CEP－OECD　Institution　Dataset

には，20力国のOECD加盟国に関するデータ

が含まれる．ただし，全期間を通じてアイルラ

ンドの労働協約カバー比率は利用不可能である．

また，スイスについては人口比率のデータは利

用できない．そこでアイルランドとスイスを除

く18半国（オーストラリア，オーストリア，ベ

ルギー，カナダ，デンマーク，フィンランド，

フランス，　ドイツ，イタリア，日本，オランダ，

ノルウェイ，ニュージーランド，ポルトガル，

スペイン，スウェーデン，イギリス，アメリ

カ）を分析対象国として推定を行った3）．労働

市場制度変数として，本稿では，雇用保護法制

指数（EPL），失業保険置き換え比率指数，失業

保険給付期間指数，労働組合員比率，労働協約

適用比率，団体交渉集権度指数，団体交渉協調

指数の7種類の指標を用いる．CEP－OECD　In－

stitutional　Datasetにおける各指標の具体的な

構築方法は以下のとおりである．

1．雇用保護法制指数（EPL）は，解雇規制が厳し

　いほど大きな値を取る指標である．OECD

　（1994）によって作成された指標を独自に遡及

　したBlanchard　and　Wolfers（2000）に基づく．

　Blanchard　and　Wolfers（2000）は，　OECDが

　提供している1960年以降の雇用保護法制指

　標に，Lazear（1990）の提供するデータを加

　工して接続した．OECDが提供する雇用保
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　護法制指標にはversion　1からversion　3ま

　での3種類が存在するが，Blanchard　and

　Wolfers（2000）では，より長期の系列が入手

　できるversion　1が用いられている，以下で

　はversion　1について雇用保護法制指標の作

　成方法について述べる．雇用保護法制指標

　（全体指標）は，「常用雇用契約」と「臨時雇

　用契約」の2つの下部指標を集計して算出さ

　れる．2つの下部指標には計14項目の基礎

　指標が存在し，それらは0－6の値で点数化さ

　れる．最終的な全体指標は，14項目の点数

　の単純平均によって算出される4）。なお，

　Blanchard　and　Wolfers（2000）は5年おきの

　データを用いたが，Nicke11（2006）はBlan－

　chard　and　Wolfers（2000）のデータを補間し

　た年次のデータを提供している．直近の

　2003年では，米国は0．07，フランスは1，日

　本は0．6である．

2．失業保険置き換え比率指数（Benefit　replace－

　ment　ratio）：失業保険の置き換え比率に関

　する指標である．多くの国では，置き換え比

　率は家族形態や失業前所得に依存して決定さ

　れる．そこでOECDでは，3種類の家族形

　態，2種類の失業前所得における，失業後5

　年間の置き換え比率の平均値（％）を算出して

　いる．直近の2003年では，米国で13．8，フ

　ランスで39．4，日本で7．8となっている．

3，失業保険給付期間指数（Bene飢duration）：

　給付額で重み付けした給付期間の長さの指標

　で，失業保険給付期間の寛容さを表す，失業

　後1年の置き換え比率をBRR1とし，また

　失業後2年及び3年の置き換え比率をBRR

　23，同様に失業後4及び5年の置き換え比率

　をBRR45とすると，失業保険給付期間指数

　は，　0．6×BRR23／BRR1十〇．4×BRR45／BRR1

　によって定義される．2003年では，米国は

　0．2，フランスは0．5，日本は0である．

4．労働組合員比率（Union　Density）：労働組合

　員の雇用者に占める割合（％）．直近の2003

　年では，米国で！2．3％，フランスでは9．8％，

　日本で19．7％である．

5．労働協約適用比率（Union　Coverage）：労働
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　協約が適用される労働者数の雇用者に占める

　割合（％）。OECD（2004）とOchel（2001）の双

　方を補間した数値．直近の2000年では，米

　国で14％，フランスで93％，日本で18％で

　ある．

6，団体交渉集権度指数（Centralisation）：団体

　交渉の集権の度合いを表す指標．労働者と経

　営者の間での労働条件の交渉には様々なレベ

　ル（集権の度合い）がある．集権度が高い順に，

　次のような大まかな分類が可能である
　（Calmfors　and　Drif五ll，1988）．個別（分権）的

　交渉：個別の事業所レベルの交渉（カナダ，

　日本，米国など）．中間的交渉：部門レベル

　／産業レベルにおける交渉（北欧諸国），中央

　での統一（集権）的交渉：全国組合および経営

　者団体（頂上団体）による交渉（イギリス，ニ

　ュージーランドなど）．しかしながら，多く

　の国において交渉は複数のレベルで行われて

　いる．そこでOECD（2004）では，この点を

　反映した次のような指標を提案・公表してい

　る，OECD（2004）の表3．5に基づく．集権的

　であるほど大きな値を取る．

1＝企業／事業所レベルの交渉が一般的．

2＝産業レベルの交渉と企業／事業所レ

　ベノレ

3＝産業レベルの交渉が一般的．

4＝産業レベルの交渉が一般的であるが，

　企業レベルの労使交渉も重要な役割

　を持つ．

5＝中央（頂上団体）の合意が最も影響力

　を持つ．

　1970年代から1990年代にかけて交渉が集権

　的になった国は存在せず，逆にニュージーラ

　ンド，スイス，オーストラリア，デンマーク

　などの国々では交渉の分権化が進んだ

　（OECD，2004）．直近の2000年では，米国は

　1，フランスでは2，日本では1である．

7．団体交渉協調指数（Coordination）：団体交渉

　における，複数労働組合間および複数使用者

　間の協調の双方の程度を表す指標．“［D］

　egree　of　consensus　between　the　collective
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表1．制度指標の値（5年毎）

雇．用保．護法制指標

　　　年
オーストラリア

　オーストリア

　　ベルギー

　　カナダ
　デンマーク

　フィンランド

　　フランス

　　ドイツ
　アイルランド

　　イタリア

　　　日本

　　オランダ

ニュージーランド

　ノルウェー
　ポルトガル
　　．スペイン

　スウェーデン

　　スイス
　　イギリス

　　　米国

1960　　1965　　1970　　1975

0．77　　0．77

　　　0．57

　　　0．83

0

　
1
2
7
1
0

0．77

084
LO7
0．26

L2
0，71

1980　　1985　　1990

0．3　　　0，3　　　0．3

0．27

0．77

093
1．07

　
1
2
7

L
α

　　　097　　0．97

　　　LO8　　1．34

　　　1．33　　　1．29

0．23　　0．86　　1．17

0．07　　0．07　　0．07　　0．07　　0．07

1．07

0，27

0．77

0．77

0．93

LO7
0．3

L2
0．71

0．97

1．4

1．27

1．17

7
7
7
7
　
7
　
　
1
　
　
7
7
7
7

0
2
7
7
　
0
3
2
7
9
3
9
3
2
1

1
0
0
0
1
1
0
1
0
0
0
0
1
1
1

02　　02
0．07　　0．07

1995　　2000　　2003

0．3　　　0，4　　　0．4

0．73　　0．73　　0．63

1．07　　0．73　　0．73

0．27　　0，27　　0．27

0．47　　0．47　　0．47

0．72　　0．7　　　0．67

1　　　1　　　1

1．03　　0．83　　0．78

0．3　　　0．3　　　0．37

1．2　　　0．86　　0，63

0．71　　0．6　　　0．6

0．9　　　0．7　　　0．7

0．3　　　0．5　　　0．5

0．9　　　0．87　　0．87

1．28　　1．23　　1．23

1．04　　0．97　　1．03

0．83　　0．73　　0．73

0．33　　0．37　　0，37

0．2　　　0．23　　0．23

0．07　　0．07　　0．07

注）　雇用保護法制の強さの指標，

出所）CEP（2006）．

値が大きいほど，雇用保護が強い，

失業保険給付期間

　　　年
オーストラリア

　オーストリア

　　ベルギー

　　カナダ
　デンマーク
　フィンランド

　　フランス
　　　ドイツ

　アイルランド

　　イタリア

　　　日本

　　オランダ

ニェージーランド

　ノルウェー
　ポルトガル
　　スペイン

　スウェーデン

　　スイス
　　イギリス

　　　米国

1960　　1965　　1970　　1975

0

0

0

0．23

0．57

0
0

0

0．66

0．21

0．62

0．42

0

0

0．37

0

0

0．05

0　　　0ユ6　　0．17　　0．23

1980　　1985　　1990

1，02　　　1．02　　　1．02

0

0．65

0．28

0．62

0
0
0．49

0

0ユ

0．05

0．8

0

0．62

0．51

0．36

0．6

0．43

0

0

0．49

0．05

0．25

0．05

8
　
1
　
8
　
　
　
　
1
4
9
3
5
5

7
6
5
4
6
5
　
7
0
4
3
2
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0

　　　0．72　　　0．68

0ユ7　　0ユ5　　0．21

㎜
－
朧
。
瀞
α
6
1
価
。
鰯
－
朧
㎝
罵
α
2

㎜
－
㎝
㈱
。
α
・
朧
α
6
躍
。
㎜
－
Q
・
麗
罵
㎝

饗
発
器
器
駕
量
器
ユ
、
鴛

1
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0

注）　支給額で重み付けした失業保険給付期間の長さの指標．

出所）CEP（2006），

bargaining　partners”（OECD，1997）．　OECD

（2004）では次のような指標を提案・公表して

いる．

1＝企業・事業所における部分交渉

　　（fragmented　company／plant　bar－

　　gaining）であり，より上位の団体

　　（upper－level　association）による協調

　　はほとんど，あるいは全く存在しな

　　㌔、．

2＝企業・産業レベルにおける部分交渉

　　（fragmented　industry　and　company

　　levelbargaining）であり，パターン交

　　渉（pattern　setting）はほとんど，あ

　　るいは全く存在しない．

3＝産業レベルの不定期の（irregular）パ

　　ターン交渉（pattern　setting）が存在

　　し，主要なアクターの間での緩やか
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失業保険置き換え比率

　　年
オーストラリア

　オーストリア

　ベルギー
　　カナダ
　デンマーク
　フィンランド

　フランス
　　ドイツ

アイルランド

　イタリア
　　日本
　オランダ
ニュージーランド

　ノルウェー
　ポルトガル

　スペイン
スウェーデン

　　スイス

　イギリス
　　米国

1960　　1965　　1970　　1975

4．2　　　　6．7　　239

　　25．6　　26．3

　　29．4　　29．1

　　　　21．3
　　2　　　19
　　12．7　　13．4

　　　　7．6
　　　　5，4
　　　　21，3
5．2　　　　6．6　　22

1980　　1985　　1990　　1995　　2000

23．5　　23．5　　25．5　　27　　　　24．7

　　　　　　32．5　　32．2
　　43．！　　41．8　　38．7　　38．7

18，1　　19．3　　19．3　　19．3　　15．3

　　53．1　　51．7　　649　　　56

25．1　　34．4　　36．4　　358　　　34．1

27．7　　34．4　　37．3　　37，4　　40．2

29．7　　28，3　　28．2　　　26．3　　28．2

　　28．3　　28．2　　26．3　　32．5

0．8　　　0．4　　　2．6　　19．3　　34．3

8．7　　10．3　　10　　　　10．2　　10．7

　　54．3　　52．3　　52．5　　52．6

　　　　31．3　　27．1　　28．5
24．5　　38．8　　38．8　　38，8　　41．7

821．73335．442．9
24．6　　34．4　　33．7　　39　　　　37，1

25，1　　279　　　29．2　　269　　24

　　　　　　29．5　　37．4
　　20．7　　17．7　　17．8　　16．6

13，1　　14．7　　11，2　　11．9　　13．5

2003

22．5

31．6

42．2

15ユ

49．5

35．7

39．4

29．2

38ユ

33．7

7．8

　　　　　　7．1　　　9．1　　　10．3　　12．1

注）3種目家族形態・2種の失業前所得について，失業後5年間の置き換え比率の平均値
　（％）．

出所）CEP（2006）．

27．5

34．4

40，8

36

245
33．1

16．3

13．8

　な協調が存在する．

4＝

a）産業あるいは企業レベルの交渉にお

　いて，頂上団体（連合）によるインフ

　ォーマルな協調が存在する．

b）政府が出資する政府主導の賃金スケ

　ジュールの賦課（imposition）を含む，

　頂上団体（連合）による協調が存在す

　る．

c）組合の高度の集積かつ／または大企

　業による交渉の協調と相侯つた定期

　的な（regular）パターン交渉が存在す

　る．

d）政府による賃金の調停．

5＝

a）包括的な組合の連合による，産業レ

　ベルの交渉に関するインフォーマル

　な協調．

b）頂上団体（連合）または政府による賦

　課（imposition）による，平和義務

　（peace　obligation；労働協約の改廃

　を目的とした争議を行わないという

　取り決め）を伴った賃金スケジュール

　／賃金凍結に関する協調的な交渉．

　直近の2000年では，米国で1，フランスで2，

日本で4である．

　なお，中央集権的賃金決定（Centralization）

は必ずしも協調的賃金交渉（Coordination）を意

味せず，また協調的賃金交渉（Coordination）も・

必ずしも中央集権的賃金決定（Centralization）

を意味しない（OECD，1997）．例えば賃金交渉

が中央で統一的に行われていたとしても，企業

ごとの生産性や収益に応じた「賃金ドリフト」

が存在する場合には，協調の度合いは低くなる．

またパターン交渉（pattern　setting；主要な組

合・経営者が事実上のリーダーとなり決定され’

た協約が，同一産業内の他の交渉の雛型とな

る）のように協調を促進する一方で集権的交渉

とは代替的であるとも言える制度も存在する．

CentralizationとCoordinationが失業率に与え

る影響については諸説が存在する．Nicke11

（1997）は，coordinationは賃金に対して有意に

負の影響を持つものの，centralizationにはそ

のような効果は見られないとするOECD（1994，

Table　5．16）の結果を参照しつつ，組合間・経

営者間で協調が見られるときには労働組合の雇

用に対する負の影響は緩和されると述べている．

他にCalmfors　and　Driffill（1988）は，交渉の集

権度は失業率などの経済パフォーマンスにU
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表1．制度指標の値（5年毎），続き

労働組合員比率

　　年
オーストラリア

オーストリア

　ベルギー
　　カナダ
　デンマーク

　フィンランド

　フランス
　　ドイツ

アイルランド

　イタリア
　　日本
　オランダ
ニュージーランド

　ノルウェー
　ポルトガル

　スペイン
　スウェーデン

　　スイス

　イギリス
　　米国

1960　　1965　　1970

38，3 51．3　　65．3

21．7　　22．2

32　　34．6

　　55．3
37　　48
35ユ　　．34．5

66．3　　67．7

309　　28．2　　27，4　　25．3　　22ユ

1975　　1980　　1985　　1990　　1995

　　49．9　　50　　　　46．5　　35．3

　　　　　　　　　41．1
　　　　52，4　　539　　　55．7

　　34．9　　35，4　　34，4　　338

　　　　78，2　　75．3　　77

　　69．4　　69．1　　72．3　　79．2

　　18．3　　13．6　　10．1　　　9．8

　　34．9　　34．7　　3L2　　29．2

　　　　54．1　　51．1　　47，1

　　49．6　　42．5　　38．8　　38．1

　　31．1　　288　　　25．4　　24

　　　　　　　25．5　　25．7

　　　　　　　51　　27．6
53．8　　58．4　　57，5　　58．6　　57．3

　　59．7　　54．6　　31．7　　25．4

　　　　　89　　　11　　　　16．3

74，5　　78　　　　81．3　　81．5　　86．6

　　　　　　　　　22．9
　　　　46．2　　39，3　　32．9

　　　　17．4　　153　　　14．2

2000　2003
24．5　　22．7

36．5

55．6

30．9　　30．2

74．4　　70，4

76．2　　77，4

9．7　　9．8

25　　22．6

378　　 34．7

349　　　337

21，5　　19．7

23．1　22

22．7

54．3　54．1

23．5

13．9　14

80．3　78

19．4

31．2　　　30．5

12．9　　12．3

注）　労働組合員の雇用者に占める割合（％），

出所）CEP（2006）．

労働協約適用比率

　　年
オーストラリア

オーストリア

　ベルギー
　　カナダ
　デンマーク

　フィンランド

　フランス
　　ドイツ

アイルランド

　イタリア
　　日本
　オランダ
ニュージーランド

　ノルウェー
　ポノレトガノレ

　スペイン
　スウェーデン

　　スイス

　イギリス
　　米国

1960　　1965　　1970　　1975　　1980　　1985

　　　　　　　　　84　　85

95　　95　　95

90　　90

88　　85

385

4
4
7

9
8
8

　
0
ゾ
4
「
0
2
0

90
　
3
7
9
Q
ゾ
Q
ゾ

84　　85
28　　25，5

65　　71．5

　　71，5

　　65．5

　　83

70

73．8

70

83．8

　　　　　　　29　　　27　　　27　　　24　　　23．5

注）　労働協約が適用される労働者数の雇用者に占める割合（％），

出所）CEP（2006）

1990　　1995

81．5　　80．5

　　98．8
91．5　　905

38　　35，3

71　　71．3

94　　94．7

92．5　　94．7

86，5　88

83

23

73

65

715
76

74，5

84．5

62　　48．5

21　　18

822
205
84．7

30．5

705
73

78．8

89．7

51．3

38．8

16．5

2000

83

98

93

32

83

93

93

68

3
8
3
8
3
3
3
3
3
3
4

8
1
8
2
7
8
8
9
4
3
1

字型の影響を持つと主張している．

　これらの指標の各国別時系列については表1

にまとめられている．また，回帰分析に用いる

分析サンプルの記述統計量は表2にまとめられ

ている．

5．推定結果

　（1）式および（2）式の変量効果にさらに1階の

自己相関を許したモデルの推定結果は表3にま

とめられ，ている．表の1－3列目は，各年齢階層

別失業率（15－24歳失業率，25－34歳失業率，

45－54歳失業率）の成長率を被説明変数とする

推定結果に対応する．また4列目は，15－24歳

失業率と45－54歳失業率の成長率の差分を被説

明変数とする推定結果に対応し，また5列目は

25－34歳失業率と45－54歳失業率の成長率の差

分を被説明変数とする推定結果に対応する．

　まず最初に労働生産性成長率の1期ラグ（労
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団体交渉集権度指数

　　年19601965
オーストラリア

　オーストリア

　ベルギー
　　カナダ
　デンマーク
　フィンランド　　　　　　　　　　5

　フランス　　　　　　　　　　　　2

　　ドイツ　　　　　　　　　　　3

　アイルランド

　イタリア　　　　　　　　　　　　2

　　日本　　　　　　　　　　　1

　オランダ
ニュージーランド

　ノルウェー
　ポルトガル

　スペイン
　スウェーデン　　　　　　　　　5

　　スイス

　イギリス
　　米国　　　　　　　　　　　1

1970　　1975

ぼ
」
2
3
4
2
15
4
4

4
4
4
5
1

1980　　1985　　1990

4　　4　　2．8

1

4
4
ワ
臼
3
9

2
1

　
　
　
ρ
O
　
　

Q
ゾ
6

3
1
3
4
2
3
1
2
1

3．9　　4ユ

3．4　　3

4　　　3．7

4，7　　3．6

　
　
　
　
　
　
4
　
　
　
　
8
r
D
ρ
0
2

3
1
3
5
2
3
3
2
1
3
1
4
3
3
3

　　1　　　1
1　　　1　　　1

1995　2000

2　　　2

3　　3
3　　　3

1　　　1

2，4　　2

5　　　5

2　　　2

3　　3
4　　4
2　　2
1　　　1

3　　3
1　　　1

4，5　　4．5

4　　　4

3　　3
3　　　3

2　　　2

1　　　1

1　　　1

注）　団体交渉の集権の度合いを表す指標，集権的であるほど大きな値を取る．

出所）CEP（2006），

団体交渉協調指数

　　年
オーストラリア

　オーストリア

　ベルギー
　　カナダ
　デンマーク
　フィンランド

　フランス
　　ドイツ
　アイルランド

　イタリア
　　日本
　オランダ
ニュージーランド

　ノルウェー
　ポルトガル

　スペイン
　スウェーデン

　　スイス

　イギリス
　　米国

1960　　1965　　1970　　1975

5
0
乙
4
五

2
4
　　4．5

　　4．4

　　4，4

4　　4

　　　　　　　　　　　　1

　　ほど大きな値を取る，

出所）CEP（2006）．

1

1980　　1985　　1990

4．3　　　4．2　　　2．8

1．8

4

4
2
49

2
4

　
　
侃
）
ρ
0
　
　
　
9
だ
0

4
1
3
4
2
4
1
2
4

3．9　　4．1

3，4　　3

4　　3．7
3，7　　3．2

　
　
4
五
　
　
　

4
6
　
　
2
P
D
ρ
0
2

4
1
3
5
2
4
3
2
4
4
2
4
3
3
3

　　1　　　1

1　　1　　1

1995　2000

2　　　2

4　　　4

4．3　　45

1　　　1

3．6　　4

5　　　5

2　　2
4　　　4

4　　4
3．6　　4

4　　　4

4　　　4

1　　　1

4．5　　4．5

4　　4
3　　3
3　　3
4　　　4

1　　　1

1　　　1

注）　団体交渉の協調の度合いを表す指標，各労働組合間／各経営者間がより協調的である

働生産性の自然対数の階差）への係数であるが，

どの年齢層の失業率に対しても係数は負の値を

とっており，労働生産性の上昇が1年のラグを

もって失業率の下落につながっていることを意

味している．

　次に解雇規制・失業保険・労働組合・賃金決

定の各制度がそれぞれの年齢階層別の失業率変

動に与える影響を見ていく。表の結果は，一部

の例外を除き，これらの制度変数の水準は失業

率の変動に影響を与えないことを示している．

一方で，これらの制度変数が労働生産性成長率

が失業率変動にどのような影響を与えるかを，

制度変数と労働生産性成長率を交差させた説明

変数への係数は示している．まず着目すべきは

解雇規制の影響であるが，強い解雇規制は若年

失業率の変動と労働生産性成長率の間の関係に

影響を与えないが，高年齢失業率の変動と労働

生産性成長率の関係を弱める作用があることが
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表2．記述統計量，1971～2000

観測数　　平均　　標準偏差　最小値　　最大値

15～24歳失業率

25～34歳失業率

45～54歳失業率

15～24歳人口／15～55歳人口（％）

25～34歳人口／15～55歳人口（％）

労働生産性

雇用保護制度指標（EPL指標）

失業給付期間

失業保険置き換え比率

労働組合員比率

労働協約カバー率

団体交渉集権度指数

団体交渉協調指数

4
8
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

0
8
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

4
3
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

13．73　　　　　　7，51　　　　　　0．47　　　　　39．27

6．65　　　　　4．00　　　　　0．38　　　　　21．96

4，34　　　　　2．60　　　　　0．00　　　　　14．01

26．30　　　　　　3．36　　　　　19．78　　　　　34．37

27．64　　　　　　2．10　　　　　22．21　　　　　33．96

239．82　　　　737．04　　　　　　9，10　　　　4232．30

0．00　　　　　　1．00　　　　　－180　　　　　　　1．75

0．00　　　　　　LOO　　　　－1．37　　　　　　1．76

0．00　　　　　　1．00　　　　－2．00　　　　　　2。66

0．00　　　　　　1．00　　　　　－1．65　　　　　　　2．26

0．00　　　　　　LOO　　　　－2．26　　　　　　1．18

0．00　　　　　　1．00　　　　－1．34　　　　　　186

0，00　　　　　　1．00　　　　－1．67　　　　　　1，46

注）各制度変数は平均値からのかい離を標準偏差で除したものを用いている．

示唆される．この結果は解雇規制が厳しい経済

においてはマクロ経済の負のショックの高年齢

層の失業率への影響を和らげる傾向がある一方

で，若年失業率への影響にはほぼ無関係である

ことを示唆している．

　これらの結果は仮に解雇費用が年齢に無関係

に一定の額であったとしても，解雇費用の存在

は高年齢者の解雇を抑制する効果を相対的によ

り強く持つことを予想するCheron，　Hairault

and　Langot（2008）による理論分析の結果と整合

的である．また，解雇規制の弱いアメリカにお

いては労働生産性のショックによって代理させ

るマクロ経済へのショックが，すべての年齢層

の失業率の同様の変動によって吸収される傾向

がある一方で，フランスのように強い解雇規制

を持つ経済では，若年層の失業率は変動するも

のの高年齢層の失業率があまり変動しないこと

をうまく説明する．

　解雇規制（EPL）以外の結果について特筆すべ

きは劣働生産性成長率と労働組合員比率との交

差項の傾向である，労働生産性成長率と労働組

合員比率の交差項は若年失業率を被説明変数と

する場合には負である．一方面，壮年失業率を

被説明変数とする場合には負であるものの係数

の絶対値はおおよそ半分となり，統計的な有意

性を持たなくなる．よって，労働組合員比率が

高いとマクロ経済ショックが起こった時の若年

失業率と壮年失業率の差を有意に増加させ，マ

クロショックが若年層に吸収される傾向を助長

することが分かる．

　若年労働者にまだ雇われていないものが多く，

労働組合の構成員である確率が低いと想定しよ

う．すると以上の結果は，労働組合がその構成

員の雇用量に配慮しながら，賃金交渉を行う結

果として，組合員の雇用の変動を抑えようとす

る一方で労働組合員でないものの雇用にしわ寄

せがいくというBlanchard　and　Summers
（1986）の内部者一外部者モデルの想定する結果

と整合的である．

　以上の結果は解雇規制が厳しかったり，組合

組織率が高い経済において，高齢者の失業率が

マクロショックから比較的独立である一方で，

そのショックが若年層の失業率の変動によって

吸収される傾向があることを示唆している．

　また，若年人口比率に対する若年失業率の係

数および若壮年人口比率の係数は，どちらも負

値であるが統計的には有意ではない．米国の州

別データを用いて，若年労働人口比率の増加が

若年失業率及び非若年失業率（25－54歳失業率；

prime－age　unemployment　rate）を低下させるこ

とを見出したShimer（2001）の結果と符合は整

合的であるが，統計的な有意性は低く確定的な

ことは言えない5）．

6．結論

　本稿では，景気循環に伴う年齢階層別の失業

率の変動が，いかなる要因によって説明できる

のかを検討した．既存の理論分析の結果は，厳



　　　　　　　　　　　　　年齢階層別失業率変動の国際比較

　　　　　　　　　　表3．労働生産性成長率が失業率変動に与える影響

推定モデル：変量効果AR（1）モデル

被説明変数：△ln（失業率）f
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（1） （2） （3） （4） （5）

△ln（労働生産性），4

雇用保護制度指標

失業給付期間

失業給付置き換え比率

労働組合員比率

労働協約適用比率

団交集権度指数

団交協調指数

雇用保護制度指数×△ln（労働生産性）目

失業給付期間×△ln（労働生産性）f－1

置き換え比率x△ln（労働生産性），．1

労働組合員比率x△ln（労働生産性）、一1

労働協約適用比率×△ln（労働生産性）レ1

団交集権度指数×△ln（労働生産性）、一、

団交協調指数×△ln（労働生産性）卜1

△ln（15歳一24歳人口比率）

△ln（25歳一34歳人口比率）

欲
動
㎜
盤
㎜
嫡
室
懲
㎜
㎜
響
㎜
軽
㎜
聴
㎜
騰

1 25－34歳　45－54歳

失業率　　失業率
一2．59　　　　　－1．67

　（0．73）　　　　　（0、79）

一〇，00　　　－0．01

　（0．02）　　　（0．02）

　0．00　　　　0．00

　（0．02）　　　（0．02）

　一〇．02　　　　　　－0．02

　（0．02）　　　（0．02）

　一〇．01　　　　　0．00

　（0．02）　　　　　（0．02）

　0．01　　　　0．00

　（0．02）　　　（0．03）

　一〇．00　　　　0．01

　（OD3）　　　　　（0．03）

　0．05　　　　　　　0，04

　（0．02）　　　　　　（0．02）

　0．02　　　　　　　2．76

　（1．20）　　　（L30）

　0．29　　　　　　　L75

　（1．23）　　　　　（1．28）

　0．30　　　　　　　0．02

　（091）　　　　　（088）

　一291　　　　　－L23

　（0．92）　　　　　（LO3）

　2．55　　　　　－0．80

　（L34）　　　　　（1．57）

　一2ユ9　　　　　－1．62

　（1．31）　　　　　（1．52）

　0．60　　　　　－0．27

　（1．25）　　　　　（L39）

　一〇．32　　　　－0，68

　（0．82）　　　　　（0．92）

　一〇．95　　　　　　　0．05

㎜
鴛
盤
㎜
盤
㎜
盤
㎜
㎜
禦
…
覗
罵
鱗
㎜
愚
㎜
鰹

㎜
鎌
髭
㎜
盤
㎜
㎜
罵
㎝
㎜
温
覗
㎜
欝
㎜
騰
罵
騰

　
一

定数項

観察数

国恥

（0．54）

一〇．04

（0．05）

386

　18

（0．61）　　　　　（0．67）

一〇．03　　　－0．02

（0．05）　　　　　（0．06）

370　　　　379

　18　　　　　18

（0．58）

一〇．02

（0．05）

379

　18

（0．53）

一〇．01

（0．05）

363

　18

注）

1，括弧内は標準誤差．

2，各制度変数は平均値からのかい離を標準偏差で除したものの1期ラグを用いている．．

3．全ての特定化について，年ダミーを含む．
4．2列目の推定のサンプルは1列目よりも16個少ないのは，オランダの25－34歳の失業率が1971－1982年

まで欠損していることによる．また5列目の推定のサンプルが2列目の推定よりも7個少ないのは，ノル

ウェーには45－54歳失業率が0％の年が4年あるためである．

しい解雇規制はマクロショックに対応して年齢

別の失業率が異なった動きを見せる可能性を示

唆するが，厳しい解雇規制は若年層の失業率の

変動にあまり影響を与えないものの，壮年層の

失業率の変動を安定化する可能性が強いことを

示唆している．

　18力国のOECD加盟国のパネルデータを用

いた実証研究を行った結果，より厳しい解雇規

制は景気循環の局面で若年失業率の変動にほぼ

影響を与えない一方で，壮年失業率の変動をよ

り安定的にすることが分かった．すなわち解雇

規制が強い経済では，労働市場への短期的なシ

ョックの影響を若年労働者が相対的により集中

的に吸収する傾向が示された．また，労働組合

の組織率が高い経済においても，経済へのショ

ックは若年層の失業率によって吸収される傾向

が強いことも示された．

　景気循環の局面において，若年層の失業率が
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より景気感応的であることや，若年層の長期的

失業率が解雇規制や賃金決定の制度に依存して

いることは，既存の研究ですでに明らかにされ

てきたことである．この論文における分析は強

い解雇規制や高い労働組合組織率が，マクロシ

ョックの中高年齢者の失業率の変動への影響を

和らげることを通じて，マクロショックが若年

層の失業によって吸収される度合いを比較的強

める傾向があることを初めて明らかにした．こ

の点が既存の研究成果に加えてのこの研究の独

自の貢献であるといえる．どのような労働市場

制度を取り入れることが望ましいのかを議論す

る際にはマクロショックがどの世代によって吸

収されるのか，といった視点も重要であること

をこの研究結果は示唆している．

　この成果を踏まえて今後考えられる分析の拡

張について若干述べておきたい．仮にある国の

労働市場の制度が硬直的で若年層が不況の影響

．を一身に引き受けるような状況があるにせよ，

時間がたつにつれて就業状態の遷移が起こるよ

うであれば，特定の世代が著しい不利をこうむ

るということはない．本研究で用いた年齢別・

国別パネルデータを用いて世代ごとの生涯平均

失業率を計算し，その世代ごとの格差が各国の

労働市場の諸制度にどのように依存しているか

を研究することは世代間格差の問題を考える上

で興味深い試みであろう．

（一橋大学大学院経済学研究科・経済産業研究所／
　一橋大学大学院経済学研究科博士課程大学院生）
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　1）例えば，マッチングモデルにおける失業率変動

の実証的妥当性を検討したShimer（2005）およびHall

（2005）では，景気変動の源泉として労働生産性ショッ

クを考えている．

　2）　このデータセットは，The　Center　for　Econo－

mic　Performance（London　School　of　Economics）のホー

ムページ（http：／／cep．lse．ac．uk左new／research／labour／

defau比asp）より入手できる．

　3）　なお，説明変数から労働協約カバー比率を除き，

アイルランドを標本に含めた推定も行ったが，主要な

結果は変わらなかった．

　4）常用雇用契約は8項目（解雇通知の手続きの簡
便さ，解雇通知までの期間，解雇の予告期間，解雇手

当，解雇の正当性・不当性の基準，常雇に対する雇用

保護が適用されない試用期間，不当解雇に対する補償，

不当解雇の場合の復職可能性），臨時雇用については

6項目（有期雇用契約の適用条件，有期雇用の最長更

新回数，有期雇用の最長累積期間，合法的な派遣事業

種，派遣労働者に対する更新回数の制限有無，派遣雇

用の最長累積期間）である．より詳しい説明は，℃al－

culating　sulnmary　indicators　of　employment　protec－

tion　strictness”（http：／／www，　oecd．　org／dataoecd／24／

40／4274019αpdf）を参照のこと．

　5）　世代人口比率の変動による労働市場の混雑効果

を検討したKorenman　and　Neumark（2000）は，若年

労働人口比率が，相対的な若年失業率を増加させるこ

とを示した，Korenman　and　Neumark（2000）の主要な

結果は相対若年失業率についてのものであるが，
Shimer（2001）は年齢階層別の失業率に着目している．

なお，Shimer（2001）の米国の門別データを使った実

証結果と理論モデルでは，若年入口比率の増加に対す

る若年失業率の低下幅よりも非若年失業率の低下幅の

方が大きいことを見出しており，Korenman　and
Neumark（2000）の結果とは対立しない．　Shimer
（2001）は，二つの仮定一新卒労働者は企業との相性で

決まる生産性が高くないために企業に雇用されながら

職を探しており，また労働力に占める求職者の割合が

大きいほど企業にとって雇用創出は容易である一のも

とで，若年入口比率の上昇が若年失業率を低下させる

とともに，非若年失業率をより大きく低下させること

を示した．これは，若年労働者は相対的に流動性が高

いので，企業は若年労働者の比率が高い州に雇用を創

出することで，より容易に求人を満たすことができる

ためである．また求人の増加の恩恵にあずかるため，

非若年労働者の失業率も同時に低下することが示され

る．Shimer（2001）はクロス・カントリー・データを

用いた同様の実証分析も行っているが，州別データに

おいて見られたような確定的な結果は得られていない．
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